
防災力の強靭化で
市民とまちを守る
―自助・共助・公助の基本理念の浸透と行動へ―

1995.1.17
阪神・淡路大震災の原体験

　1995年1月17日午前5時46分。身体が宙に浮くほどの突
き上げられる縦揺れで目が覚め、その後、立ち上がれないほど
の横揺れに襲われました。高速道路が横倒しになった場所から
ほど近い場所に社員寮はありました。
　真冬の早朝でしたのであたりは真っ暗でしたが、やがて火の
手が上がりました。そして、だるま落としのように2階建ての家
の1階部分が倒壊した建物が、次 と々目に入ってきました。

　消防車も来ない、水も出ない状況で、ただただ必死に、見知
らぬ者同士が力を合わせて、無我夢中に人命救助に徹したこと
を思い出します。
　倒壊したのは民間の建物だけではありませんでした。神戸市
役所の第2庁舎、8階建ての庁舎の6階部分が潰れ、建物が立
ち入り禁止になりました。その6階部分には、その後の復旧・復
興に向けた市内の道路や建築物の図面等の関係資料がありま
した。
　災害が発生したときに、市民が一番頼りにするのが市役所で
す。その市役所が倒壊し機能不全になるということは、市民に
一抹の不安を抱かせるだけではなく、その後の復旧や復興が
著しく遅れることにもつながります。

1日も早く庁舎を建て直すことは、最優先課題だと心得ます。

災害時、市役所が機能しなかったら。

私は大学を卒業し、就職した神戸製鋼所勤務時代、
阪神・淡路大震災に神戸市東灘区の社員寮で被災しました。

首都直下地震を想定した防災拠点の確保が必要

現在の本庁舎は1965年建築
▶庁舎にはエレベーターもなく、老朽化が進んだ建物です

災害対策本部・市長室・議会など重要機能が集約
▶市民の命と暮らしを守るための中枢です

▶現在の庁舎が被害を受けるリスクは極めて高く、そうなった際に、
　一体どこで、誰が、どのようにして陣頭指揮を取り、
　市民の不安に寄り添い、不安を払拭し、希望に変えていくのでしょうか？
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2つの防災機能の充実

11月2日に防災庁が誕生します
防災庁の設置への思い
「防災庁」は私が以前お仕えした石破茂前総理の強い思いから設置となる新たな省庁であ
ります。総理にご就任される以前から総裁選の度に強く自然災害が多発する我が国において
防災に特化した組織の必要性を強く訴えられておりました。
　阪神淡路大震災、東日本大震災津波の経験、熊本地震、能登半島地震等の大地震。地球温暖化の影響から線状降水
帯、ゲリラ豪雨等の水災害から国民の命と財産を守る為に、特にも事前防災の必要性、災害関連死の減少の必要性を強く
訴えられ、災害対応時に各省庁横断で編成される内閣府内の組織ではなく災害対応に特化した「防災庁」の設置の必要
性を熱く話っておられました。
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「栄光の架け橋」
カレーライス、とんかつ

その強い思いと危機感が結実し、11月2日に防災庁が誕生いたします。
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事前防災 災害が起きる前に、備える。1
インフラの整備 ソフトの整備

▶災害時の司令塔となる防災の拠点である新庁舎
の早期建設に向け、あらゆる方策を検討・推進
▶災害時「命の道路」となる東八通りと東大通りの
間（都道3・4・11号線）の早期整備
▶老朽化した小中学校、公民館等
　の耐震化等の整備の促進

▶「防災士」の資格取得を推奨し、自助力、共助力を高める
▶DX化を推進。万が一、マイナンバーカードがなくとも、
行政手続き、医療受診を可能にする
▶まち・人のつながりの強化。消防団、自治会、商店街等と
の日常的な連携
▶自助・共助・公助で被害を最小限に抑える基本理念の浸透

災害が起きた後も、市民の生活を守る。2
避難所

▶避難所の迅速な立ち上げ
▶プライバシーの確保等、
滞在環境の整備

災害協定
▶関係企業・団体と災害協定を締結
し、キッチンカー、トイレカー、モバ
イルドクター、モバイルファーマ
シー等の迅速かつ安定的な配備

復旧・復興
▶政府・東京都と連携し、一日も早
い復旧、復興を成し遂げる
▶自助・共助・公助で被害を最小限
に抑える基本理念に基づき行動

事態対処


